
 

 
 

地域密着型サービス事業所の指定更新について 

 
 

  （１）申請者  ケアタウン宮代株式会社 

  （２）事業所名称  小規模多機能ホーム ケアタウン宮代 

  （３）事業所の所在地 宮代町大字須賀１４２０番地１ 

  （４）事業所の種類 小規模多機能型居宅介護及び 

介護予防小規模多機能型居宅介護 

資料１ 





別紙様式第二号（二）

指定地域密着型サービス事業所

指定地域密着型介護予防サービス事業所

指定居宅介護支援事業所

指定介護予防支援事業所

年 月 日

申請者

介護保険法に規定する事業所に係る指定の更新を受けたいので、下記のとおり、関係書類を添えて申請します。
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備考

指定更新申請書

令和　7 1 29

宮代 町  長殿
所在地 埼玉県南埼玉郡宮代町和戸4-8-2

名称 ケアタウン宮代株式会社

申
　
請
　
者

フリガナ ケアタウンミヤシロカブシキガイシャ

大字須賀1420-1

連絡先
電話番号 0480-32-6151 ＦＡＸ番号 0480-32-6152

Email c.town.miya@song.ocn.ne.jp

（郵便番号 345 0831

埼玉 南埼玉郡　宮代

名称 ケアタウン宮代株式会社

主たる事務所の
所在地

代表者職名・氏名 代表取締役　　伊東　博幸

法人番号

氏　名 伊東　博幸 1957年5月26日

代表者の住所

（郵便番号 345 0836

代表者の職名・氏名・
生年月日 職名 代表取締役

フリガナ イトウ　ヒロユキ 生年月日

埼玉 南埼玉郡　宮代 和戸4-8-2

事
 

業
 

所

事業等の種類 小規模多機能型居宅介護支援事業所 介護保険事業所番号

指定有効期間満了日 令和7年4月31日

南埼玉郡　宮代 大字須賀1420-1

当該事業所の所在地以外の場所に当該事業所の一部として使用される事務所を有するとき

フリガナ

フリガナ ショウキボタキノウホーム　ケアタウンミヤシロ

名称 小規模多機能ホーム　ケアタウン宮代

所在地

（郵便番号 345 0831

埼玉

名称

主たる事務所の
所在地

（郵便番号

１
２

３
４

　「事業等の種類」に該当する付表と必要書類を添付してください。
様式右上の申請者の所在地と様式中央の申請者欄の主たる事務所の所在地は必ず一致させる必要はあ

りません。また、申請者欄の主たる事務所の所在地は、原則として、登記事項証明書の内容を記載してくだ
さい。ただし、建物名や部屋番号を追記することも可能です。
　電子申請届出システムを利用する際は、「事業等の種類」に該当する付表を入力してください。

「当該事業所の所在地以外の場所に当該事業所の一部として使用される事務所を有するとき」の対象が２
つ以上の場合は、付表に該当する事業所を記入してください。

345 0836

埼玉 南埼玉郡　宮代 和戸4-8-2

管
理
者

フリガナ イトウ　ヒロユキ

生年月日 1957年5月26日
氏名 伊東　博幸

住所

（郵便番号



 － ）

都 道 市 区

府 県 町 村

－  ）

事業所番号

0 人

8 人

 － ）

都 道 市 区

府 県 町 村

人

人

 

備考

個室以外の宿泊室の合計面積 ㎡ 宿泊サービスの利用定員から個室の定員数を減じた数

FAX 番号

Email

○設備に関する基準の確認に必要な情報

居間及び食堂の合計面積 ㎡

１　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。
２　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。
３　「協力歯科医療機関」がある場合は、「協力医療機関」欄に併せて記載してください。
４　当該事業を事業所所在地以外の場所（いわゆる出張所）で一部実施する場合、下段の表に所在地等を記載してください。また、従業者については、
　上段の表に出張所に勤務する従業者も含めて記載してください。

登録定員 人

通いサービスの利用定員 人 宿泊サービスの利用定員

建物の構造

（小規模多機能型居宅介護事業所・介護予防小規模多機能型居宅介護事業所を事業所所在地以外の場所で一部実施する場合の記載事項）

事
 

業
 

所

フリガナ

名    称

所在地

（郵便番号

埼玉 南埼玉郡　宮代

 

連絡先
電話番号 （内線）

宿泊サービスの利用定員

建物の構造

添付書類 別添のとおり

登録定員 29 人

通いサービスの利用定員 18 人

○設備に関する基準の確認に必要な情報

居間及び食堂の合計面積 62.1 ㎡

個室以外の宿泊室の合計面積 0 ㎡ 宿泊サービスの利用定員から個室の定員数を減じた数

通いサービスの利用者数（推定数を記入） 10 人

非常勤（人） 8 1

従業者の職種・員数
介護従業者 看護職員 介護支援専門員

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

常  勤（人） 3 1 1 1

常勤換算後の人数（人） 7.5

当該事業所で兼務する他の職種
（兼務の場合のみ記入）

他の事業所、施設等の職務
との兼務

（兼務の場合のみ記入）

兼務先の名称、
所在地

兼務先のサービス種
別、兼務する職種 及び

勤務時間等

○人員に関する基準の確認に必要な事項

345 0831

協力医療
機関

名称 鈴木医院 主な診療科名 内科・外科・整形外科

名称 古河病院 主な診療科名 内科・外科・整形外科・循環器科・皮膚科　等

管
 

理
 

者

フリガナ イトウ　ヒロユキ

住所

（郵便番号 345 0836

氏  名 伊東　博幸
南埼玉郡宮代町和戸4－8－2

生年月日 1957年5月26日

埼玉

介護職員

大字須賀1420-1

付表第二号（六）　小規模多機能型居宅介護事業所・介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の指定等に係る記載事項

事
 

業
 

所

法人番号

フリガナ ショウキボタキノウホーム　ケアタウンミヤシロ

名    称 小規模多機能ホーム　ケアタウン宮代

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号 0480-32-6151 （内線）

南埼玉郡　宮代

FAX 番号 0480-32-6152

Email c.town.miya@song.ocn.ne.jp

耐火建築物 準耐火建築物 その他

耐火建築物 準耐火建築物 その他



 － ）

都 道 市 区

府 県 町 村

登録定員 人

通いサービスの利用定員 人 宿泊サービスの利用定員 人

㎡ 宿泊サービスの利用定員から個室の定員数を減じた数

建物の構造

人個室以外の宿泊室の合計面積

Email

○設備に関する基準の確認に必要な情報

居間及び食堂の合計面積 ㎡

連絡先
電話番号 （内線） FAX 番号

 

（小規模多機能型居宅介護事業所・介護予防小規模多機能型居宅介護事業所を事業所所在地以外の場所で一部実施する場合の記
載事項）

■複数事業所

事
 

業
 

所

フリガナ

名    称

所在地

（郵便番号

（参考）　小規模多機能型居宅介護事業所・介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の指定等に係る記載事項記入欄不足時の資
料

■協力医療機関

協力医療
機関

名称 堀部歯科医院 主な診療科名 歯科

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

耐火建築物 準耐火建築物 その他



（別添）

必要書類の添付漏れがないか確認（☑を記載）し、付表と合わせて提出してください。

添付書類 標準様式 備考

添付

添付省略

添付

添付省略

添付

添付省略

添付

添付省略

添付

添付省略

添付

添付省略

添付

添付省略

添付

添付省略

添付

添付省略

※１ 新規指定申請の際は、全ての添付書類を提出してください。

※２

提出者（問合先）

付表第二号（六）　小規模多機能型居宅介護事業所・介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の指定に係る記載事項
添付書類・チェックリスト

新規指定申請
（※１）

更新申請
（※２）

1 登記事項証明書又は条例等 添付

2
従業者の勤務体制及び勤務形
態一覧表

標準様式１ 添付

3 管理者の経歴 標準様式２ 添付

4 平面図 標準様式３ 添付

5 設備・備品等一覧表 標準様式４ 添付

6 運営規程 添付

7
利用者からの苦情を処理する
ために講ずる措置の概要

標準様式5 添付

8
協力医療機関（協力歯科医療
機関）との契約の内容

添付

9
介護老人福祉施設・介護老人
保健施・病院等との連絡体制
及び支援の体制の概要

添付

添付

11
介護支援専門員の氏名及びそ
の登録番号

標準様式７ 添付 添付

10 誓約書 標準様式６ 添付

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ c.town.miya@song.ocn.ne.jp

更新申請の際は、届出済みの内容から変更がない場合、添付を省略することが可能です。
添付を省略する場合には、「添付省略」にチェックを付けてください。
届出済みの内容が不明確な場合には、必要書類一式を提出してください。

事業所名 小規模多機能ホーム　ケアタウン宮代

担当者名 伊東　博幸

電　話 0480-32-6151

























（標準様式５）

小規模多機能ホーム　ケアタウン宮代

小規模多機能型居宅介護、介護予防小規模多機能型居宅介護

　　常設の相談窓口

　　（担当者）　管理者 伊東　博幸

　　　　　　　　　計画作成者 河野　紳太郎

　　　　　　　　　リーダー 金子　奈帆美

備考  上の事項は例示であり、これにかかわらず苦情処理に係る対応方針を具体的に記してください。

利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要

措  置  の  概  要

１  利用者からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口（連絡先）、担当者の設置

　　・居宅サービス計画作成の質を高める為、職員に対して月に１回の会議及びケース会議を行う。
　　・毎日の朝礼・終礼で、申し送り、報告等の確認を行う。

２  円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順

　　・苦情があった場合は、直ちに相談担当職員が相手方と連絡をとり、直接行くなどして、詳しい事情を聞く
　　　とともに、担当者から事情を確認する。
　　・相談担当者が必要があると判断した場合は、管理者まで含めて検討会議を行う。
　　（検討会議を行わない場合も、必ず管理者まで処理結果を報告する。）
　　・検討の結果、必ず翌日までには具体的な対応をする。（利用者に謝罪に行くなど）
　　・記録を台帳に保管し、再発を防ぐために役立てる。

３  苦情があったサービス事業者に対する対応方針等（居宅介護支援事業者の場合記入）

　　・苦情があったサービス事業者に担当の介護支援専門員が直ちに連絡を取り、事情を確認する。
　　・サービス提供の改善を要する場合、サービス事業者に対して、今後の具体的な方針を提示させ苦情担当
　　　者が翌日までに利用者（家族）に通知する。
　　・苦情に対するサービスの提供の改善が認められない場合は、利用者（家族）に説明して、他のサービス
　　　提供事業者を選択していただく。
　　・指定基準に抵触しているとみられるサービス事業者については、関係市町村、埼玉県国民健康保険団体
　　　連合会に連絡する。

４  その他参考事項

　　・相談苦情に対する常設窓口として、相談担当者を置いている。また、担当者が不在の時は、基本的な事項
　　　については、誰でも対応できるようにするとともに、相談担当者に必ず引き継ぐ。

　　（電話番号）　０４８０－３２－６１５１

申請するサービス種類

事業所又は施設名



令和　7 年 1 月 29 日

町　長　     殿

（名称）

　申請者が別紙のいずれにも該当しない者であることを誓約します。

〇

（該当に○）

別紙④：　介護予防支援事業所向け

別紙①：　地域密着型サービス事業所向け

別紙②：　居宅介護支援事業所向け

別紙③：　地域密着型介護予防サービス事業所向け

申請者    

（標準様式６）

誓　約　書

ケアタウン宮代株式会社

代表取締役　　伊東　博幸（代表者の職名・氏名）

宮代



（別紙①：地域密着型サービス事業所向け）
介護保険法第７８条の２第４項

一 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。

二 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第七十八条の四第一項の市町村の条例で定める基準若しくは同項の市町村の条例で定める員数又
は同条第五項に規定する指定地域密着型サービスに従事する従業者に関する基準を満たしていないとき。

三 申請者が、第七十八条の四第二項又は第五項に規定する指定地域密着型サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な地域密着型サービス事業の
運営をすることができないと認められるとき。

四 当該申請に係る事業所が当該市町村の区域の外にある場合であって、その所在地の市町村長（以下この条において「所在地市町村長」という。）の同意を得ていないと
き。四の二 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けるこ
とがなくなるまでの者であるとき。

五の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

五の三 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由な
く三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。

六 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、第
七十八条の十（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉
施設入所者生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、
当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過
しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であった者で当
該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定
の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着型サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況そ
の他の当該事実に関して当該指定地域密着型サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが

六の二 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、第
七十八条の十（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉
施設入所者生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、
当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過
しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であった者で当
該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定
の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着型サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況そ
の他の当該事実に関して当該指定地域密着型サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが

六の三 申請者と密接な関係を有する者（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者と密接な関係を有する者を除く。）が、第七十八条の十（第二号か
ら第五号までを除く。）の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過していないとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型サービ
ス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着型サービス事業者による業務
管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着型サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する
指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

七 申請者が、第七十八条の十（第二号から第五号までを除く。）の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分
をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第七十八条の五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある
者を除く。）又は第七十八条の八の規定による指定の辞退をした者（当該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出又は指定の辞退の日から起

七の二 前号に規定する期間内に第七十八条の五第二項の規定による事業の廃止の届出又は第七十八条の八の規定による指定の辞退があった場合において、申請者が、同
号の通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等若しくは当該届出に係る法人でない事業所（当
該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。）の管理者であった者又は当該指定の辞退に係る法人（当該指定の辞退について相当の理由がある法人を除
く。）の役員等若しくは当該指定の辞退に係る法人でない事業所（当該指定の辞退について相当の理由があるものを除く。）の管理者であった者で、当該届出又は指定

八 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。

九 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法
人で、その役員等のうちに第四号の二から第六号まで又は前三号のいずれかに該当する者のあるものであるとき。

十 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法
人で、その役員等のうちに第四号の二から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第八号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。

十一 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法
人でない事業所で、その管理者が第四号の二から第六号まで又は第七号から第八号までのいずれかに該当する者であるとき。

十二 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法
人でない事業所で、その管理者が第四号の二から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第八号までのいずれかに該当する者であるとき。





別紙様式第二号（二）

指定地域密着型サービス事業所

指定地域密着型介護予防サービス事業所

指定居宅介護支援事業所

指定介護予防支援事業所

年 月 日

申請者

介護保険法に規定する事業所に係る指定の更新を受けたいので、下記のとおり、関係書類を添えて申請します。

2 0 3 0 0 0 1 0 5 2 6 5 5

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

1 1 9 0 5 0 0 0 5 6

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

備考 １
２

３
４

　「事業等の種類」に該当する付表と必要書類を添付してください。
様式右上の申請者の所在地と様式中央の申請者欄の主たる事務所の所在地は必ず一致させる必要はあ

りません。また、申請者欄の主たる事務所の所在地は、原則として、登記事項証明書の内容を記載してくだ
さい。ただし、建物名や部屋番号を追記することも可能です。
　電子申請届出システムを利用する際は、「事業等の種類」に該当する付表を入力してください。

「当該事業所の所在地以外の場所に当該事業所の一部として使用される事務所を有するとき」の対象が２
つ以上の場合は、付表に該当する事業所を記入してください。

345 0836

埼玉 南埼玉郡　宮代 和戸4-8-2

管
理
者

フリガナ イトウ　ヒロユキ

生年月日 1957年5月26日
氏名 伊東　博幸

住所

（郵便番号

主たる事務所の
所在地

（郵便番号

事
 

業
 

所

事業等の種類 介護予防小規模多機能型居宅介護支援事業
所

介護保険事業所番号

指定有効期間満了日 令和7年4月31日

南埼玉郡　宮代 大字須賀1420-1

当該事業所の所在地以外の場所に当該事業所の一部として使用される事務所を有するとき

フリガナ

フリガナ ショウキボタキノウホーム　ケアタウンミヤシロ

名称 小規模多機能ホーム　ケアタウン宮代

所在地

（郵便番号 345 0831

埼玉

名称

代表者職名・氏名 代表取締役　　伊東　博幸

法人番号

氏　名 伊東　博幸 1957年5月26日

代表者の住所

（郵便番号 345 0836

代表者の職名・氏名・
生年月日 職名 代表取締役

フリガナ イトウ　ヒロユキ 生年月日

埼玉 南埼玉郡　宮代 和戸4-8-2

申
　
請
　
者

フリガナ ケアタウンミヤシロカブシキガイシャ

大字須賀1420-1

連絡先
電話番号 0480-32-6151 ＦＡＸ番号 0480-32-6152

Email c.town.miya@song.ocn.ne.jp

（郵便番号 345 0831

埼玉 南埼玉郡　宮代

名称 ケアタウン宮代株式会社

主たる事務所の
所在地

指定更新申請書

令和　7 1 29

宮代 町  長殿
所在地 埼玉県南埼玉郡宮代町和戸4-8-2

名称 ケアタウン宮代株式会社



 － ）

都 道 市 区

府 県 町 村

－  ）

事業所番号

0 人

8 人

 － ）

都 道 市 区

府 県 町 村

人

人

 

備考

個室以外の宿泊室の合計面積 ㎡ 宿泊サービスの利用定員から個室の定員数を減じた数

FAX 番号

Email

○設備に関する基準の確認に必要な情報

居間及び食堂の合計面積 ㎡

１　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は次頁の記入欄不足時の書類を添付してください。
２　管理者の兼務については、添付資料にて確認可能な場合は記載を省略することが可能です。
３　「協力歯科医療機関」がある場合は、「協力医療機関」欄に併せて記載してください。
４　当該事業を事業所所在地以外の場所（いわゆる出張所）で一部実施する場合、下段の表に所在地等を記載してください。また、従業者については、
　上段の表に出張所に勤務する従業者も含めて記載してください。

登録定員 人

通いサービスの利用定員 人 宿泊サービスの利用定員

建物の構造

（小規模多機能型居宅介護事業所・介護予防小規模多機能型居宅介護事業所を事業所所在地以外の場所で一部実施する場合の記載事項）

事
 

業
 

所

フリガナ

名    称

所在地

（郵便番号

埼玉 南埼玉郡　宮代

 

連絡先
電話番号 （内線）

宿泊サービスの利用定員

建物の構造

添付書類 別添のとおり

登録定員 29 人

通いサービスの利用定員 18 人

○設備に関する基準の確認に必要な情報

居間及び食堂の合計面積 62.1 ㎡

個室以外の宿泊室の合計面積 0 ㎡ 宿泊サービスの利用定員から個室の定員数を減じた数

通いサービスの利用者数（推定数を記入） 10 人

非常勤（人） 8 1

従業者の職種・員数
介護従業者 看護職員 介護支援専門員

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

常  勤（人） 3 1 1 1

常勤換算後の人数（人） 7.5

当該事業所で兼務する他の職種
（兼務の場合のみ記入）

他の事業所、施設等の職務
との兼務

（兼務の場合のみ記入）

兼務先の名称、
所在地

兼務先のサービス種
別、兼務する職種 及び

勤務時間等

○人員に関する基準の確認に必要な事項

345 0831

協力医療
機関

名称 鈴木医院 主な診療科名 内科・外科・整形外科

名称 古河病院 主な診療科名 内科・外科・整形外科・循環器科・皮膚科　等

管
 

理
 

者

フリガナ イトウ　ヒロユキ

住所

（郵便番号 345 0836

氏  名 伊東　博幸
南埼玉郡宮代町和戸4－8－2

生年月日 1957年5月26日

埼玉

介護職員

大字須賀1420-1

付表第二号（六）　小規模多機能型居宅介護事業所・介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の指定等に係る記載事項

事
 

業
 

所

法人番号

フリガナ ショウキボタキノウホーム　ケアタウンミヤシロ

名    称 小規模多機能ホーム　ケアタウン宮代

所在地

（郵便番号

連絡先
電話番号 0480-32-6151 （内線）

南埼玉郡　宮代

FAX 番号 0480-32-6152

Email c.town.miya@song.ocn.ne.jp

耐火建築物 準耐火建築物 その他

耐火建築物 準耐火建築物 その他



 － ）

都 道 市 区

府 県 町 村

登録定員 人

通いサービスの利用定員 人 宿泊サービスの利用定員 人

㎡ 宿泊サービスの利用定員から個室の定員数を減じた数

建物の構造

人個室以外の宿泊室の合計面積

Email

○設備に関する基準の確認に必要な情報

居間及び食堂の合計面積 ㎡

連絡先
電話番号 （内線） FAX 番号

 

（小規模多機能型居宅介護事業所・介護予防小規模多機能型居宅介護事業所を事業所所在地以外の場所で一部実施する場合の記
載事項）

■複数事業所

事
 

業
 

所

フリガナ

名    称

所在地

（郵便番号

（参考）　小規模多機能型居宅介護事業所・介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の指定等に係る記載事項記入欄不足時の資
料

■協力医療機関

協力医療
機関

名称 堀部歯科医院 主な診療科名 歯科

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

耐火建築物 準耐火建築物 その他



（別添）

必要書類の添付漏れがないか確認（☑を記載）し、付表と合わせて提出してください。

添付書類 標準様式 備考

添付

添付省略

添付

添付省略

添付

添付省略

添付

添付省略

添付

添付省略

添付

添付省略

添付

添付省略

添付

添付省略

添付

添付省略

※１ 新規指定申請の際は、全ての添付書類を提出してください。

※２

提出者（問合先）

付表第二号（六）　小規模多機能型居宅介護事業所・介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の指定に係る記載事項
添付書類・チェックリスト

新規指定申請
（※１）

更新申請
（※２）

1 登記事項証明書又は条例等 添付

2
従業者の勤務体制及び勤務形
態一覧表

標準様式１ 添付

3 管理者の経歴 標準様式２ 添付

4 平面図 標準様式３ 添付

5 設備・備品等一覧表 標準様式４ 添付

6 運営規程 添付

7
利用者からの苦情を処理する
ために講ずる措置の概要

標準様式5 添付

8
協力医療機関（協力歯科医療
機関）との契約の内容

添付

9
介護老人福祉施設・介護老人
保健施・病院等との連絡体制
及び支援の体制の概要

添付

添付

11
介護支援専門員の氏名及びそ
の登録番号

標準様式７ 添付 添付

10 誓約書 標準様式６ 添付

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ c.town.miya@song.ocn.ne.jp

更新申請の際は、届出済みの内容から変更がない場合、添付を省略することが可能です。
添付を省略する場合には、「添付省略」にチェックを付けてください。
届出済みの内容が不明確な場合には、必要書類一式を提出してください。

事業所名 小規模多機能ホーム　ケアタウン宮代

担当者名 伊東　博幸

電　話 0480-32-6151

























（標準様式５）

小規模多機能ホーム　ケアタウン宮代

小規模多機能型居宅介護、介護予防小規模多機能型居宅介護

　　常設の相談窓口

　　（担当者）　管理者 伊東　博幸

　　　　　　　　　計画作成者 河野　紳太郎

　　　　　　　　　リーダー 金子　奈帆美

備考  上の事項は例示であり、これにかかわらず苦情処理に係る対応方針を具体的に記してください。

利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要

措  置  の  概  要

１  利用者からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口（連絡先）、担当者の設置

　　・居宅サービス計画作成の質を高める為、職員に対して月に１回の会議及びケース会議を行う。
　　・毎日の朝礼・終礼で、申し送り、報告等の確認を行う。

２  円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順

　　・苦情があった場合は、直ちに相談担当職員が相手方と連絡をとり、直接行くなどして、詳しい事情を聞く
　　　とともに、担当者から事情を確認する。
　　・相談担当者が必要があると判断した場合は、管理者まで含めて検討会議を行う。
　　（検討会議を行わない場合も、必ず管理者まで処理結果を報告する。）
　　・検討の結果、必ず翌日までには具体的な対応をする。（利用者に謝罪に行くなど）
　　・記録を台帳に保管し、再発を防ぐために役立てる。

３  苦情があったサービス事業者に対する対応方針等（居宅介護支援事業者の場合記入）

　　・苦情があったサービス事業者に担当の介護支援専門員が直ちに連絡を取り、事情を確認する。
　　・サービス提供の改善を要する場合、サービス事業者に対して、今後の具体的な方針を提示させ苦情担当
　　　者が翌日までに利用者（家族）に通知する。
　　・苦情に対するサービスの提供の改善が認められない場合は、利用者（家族）に説明して、他のサービス
　　　提供事業者を選択していただく。
　　・指定基準に抵触しているとみられるサービス事業者については、関係市町村、埼玉県国民健康保険団体
　　　連合会に連絡する。

４  その他参考事項

　　・相談苦情に対する常設窓口として、相談担当者を置いている。また、担当者が不在の時は、基本的な事項
　　　については、誰でも対応できるようにするとともに、相談担当者に必ず引き継ぐ。

　　（電話番号）　０４８０－３２－６１５１

申請するサービス種類

事業所又は施設名



令和　7 年 1 月 29 日

町　長　     殿

（名称）

　申請者が別紙のいずれにも該当しない者であることを誓約します。

〇

（該当に○）

（代表者の職名・氏名） 代表取締役　　伊東　博幸

（標準様式６）

誓　約　書

宮代

申請者    
ケアタウン宮代株式会社

別紙①：　地域密着型サービス事業所向け

別紙②：　居宅介護支援事業所向け

別紙③：　地域密着型介護予防サービス事業所向け

別紙④：　介護予防支援事業所向け



（別紙③：地域密着型介護予防サービス事業所向け）
介護保険法第１１５条の１２第２項

一 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。

二 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第百十五条の十四第一項の市町村の条例で定める基準若しくは同項の市町村の条例で定める員数
又は同条第五項に規定する指定地域密着型介護予防サービスに従事する従業者に関する基準を満たしていないとき。

三 申請者が、第百十五条の十四第二項又は第五項に規定する指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定
地域密着型介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な地域密着型介護予防サービス事業の運営をすることができないと認められるとき。

四 当該申請に係る事業所が当該市町村の区域の外にある場合であって、その所在地の市町村長の同意を得ていないとき。

四の二 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けるこ
とがなくなるまでの者であるとき。

五の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

五の三 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由な
く三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。

六 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、第百十五条の十九（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定（介護予防認知
症対応型共同生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合において
は、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を
経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であった者
で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定の取消しの
うち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着型介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備に
ついての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着型介護予防サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取
消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

六の二 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、第百十五条の十九（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定（介護予防認知
症対応型共同生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合において
は、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を
経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であった者
で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定の取消しの
うち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着型介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備に
ついての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着型介護予防サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取
消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

六の三 申請者と密接な関係を有する者が、第百十五条の十九（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過して
いないとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事
実の発生を防止するための当該指定地域密着型介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定地
域密着型介護予防サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるも

七 申請者が、第百十五条の十九（第二号から第五号までを除く。）の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処
分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第百十五条の十五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由が
ある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

七の二 前号に規定する期間内に第百十五条の十五第二項の規定による事業の廃止の届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に
係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等又は当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理由があるも
のを除く。）の管理者であった者で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

八 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。

九 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人で、その役員等のうちに第四号の二から第六号まで又は前三号のいずれかに該
当する者のあるものであるとき。

十 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人で、その役員等のうちに第四号の二から第五号の三まで、第六号の二又は第七
号から第八号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。

十一 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人でない事業所で、その管理者が第四号の二から第六号まで又は第七号から第八
号までのいずれかに該当する者であるとき。

十二 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人でない事業所で、その管理者が第四号の二から第五号の三まで、第六号の二又
は第七号から第八号までのいずれかに該当する者であるとき。
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